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困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（抄） 

令和４年５月２５日 法律第５２号 

 

（目的） 

第１条 この法律は、女性が日常生活又は社会生活を営むに当たり女性であることにより

様々な困難な問題に直面することが多いことに鑑み、困難な問題を抱える女性の福祉の

増進を図るため、困難な問題を抱える女性への支援に関する必要な事項を定めることに

より、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進し、もって人権が尊重され、

及び女性が安心して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「困難な問題を抱える女性」とは、性的な被害、家庭の状況、

地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で

困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）をいう。 

 

（基本理念） 

第３条 困難な問題を抱える女性への支援のための施策は、次に掲げる事項を基本理念と

して行われなければならない。 

⑴ 女性の抱える問題が多様化するとともに複合化し、そのために複雑化していること

を踏まえ、困難な問題を抱える女性が、それぞれの意思が尊重されながら、抱えてい

る問題及びその背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受けられるようにすること

により、その福祉が増進されるよう、その発見、相談、心身の健康の回復のための援

助、自立して生活するための援助等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備する

こと。 

⑵ 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民間の団体の協働により、早期

から切れ目なく実施されるようにすること。 

⑶ 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資することを旨とすること。 

 

（都道府県基本計画等） 

第８条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における困難な問題を抱える女性

への支援のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基

本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
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⑴ 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方針 

⑵ 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施内容に関する事項 

⑶ その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画

を勘案して、当該市町村における困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施

に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよ

う努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画

の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 


